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介護人材の確保・育成のための
主な施策について

令和8年8月31日 奈良県福祉保険部 地域包括支援課

1. 福祉・介護事業所認証制度
2. 外国人材の参入促進
3. 介護人材確保対策総合支援補助金
4. 介護現場の生産性向上
5. 介護人材の育成等



1. 福祉・介護事業所認証制度1. 福祉・介護事業所認証制度

事業の目的

事業内容

事業所の人材育成や就労環境の整備等の取組を「見える化」することにより、事業所の意識改革、就労環境や
処遇等の向上を図るとともに、求職者が安心して働ける事業所を増やし、人材の確保及び定着を図る。

②認証取得済みの事業所に対する支援の実施

①認証取得に向けた支援の実施

 人材育成や近年の福祉・介護業界の動向に対応した、就労環境の更なる向上に寄与する内容のセミナーを実施
 人材育成を担う中堅職員（主任クラス）を対象としたマネジメント研修の実施

 認証取得申請を行う法人を対象に、確実な認証取得に繋げるための個別コンサルティングを実施



２．外国人材の参入促進２．外国人材の参入促進

事業の目的

事業内容

介護サービスの需要が更に高まる一方、生産年齢人口が急速に減少していくことが見込まれる中、介護人材を
確保するため、外国人材の参入を促進し人材不足を解消する。

②介護福祉士を目指す留学生に修学資金援助を行う法人に対する支援

 将来県内で介護業務に就こうとする留学生に修学資金を貸与して援助する法人に対し、その資金の一部を県が貸与
（対象経費：学費、居住費等生活費、入学準備金、就職準備金）

 外国人介護人材の受入に関する制度や支援方法を解説するセミナーを実施
 外国人介護人材の学習支援や生活面のサポートなど、受入環境の整備に要する経費の補助

①外国人介護人材を受け入れる事業所に対する支援

（補助事業募集期間：例年２月下旬から３月中旬） ※Ｒ８年度事業の募集は終了

③海外現地で介護人材確保に資する取組を行う事業所に対する支援

 海外において現地の学校等との連携や広報活動等を行う事業所に対する補助制度を創設
（対象経費：海外現地の学校への訪問活動、海外の日本語学校等での説明会の開催、現地での求人募集、日本の

介護に関するＰＲ、宣材ツールの作成等に要する費用）



３．介護人材確保対策総合支援補助金３．介護人材確保対策総合支援補助金

事業の目的

事業内容

介護保険制度の安定運営に不可欠な介護人材の確保のため、医療介護総合確保推進法に基づき平成26年
12月に設置した奈良県地域医療介護総合確保基金を活用し、介護人材の質及び量の確保に向けた取組を支
援する。

①参入促進

 地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進
 介護未経験者に対する研修支援

②資質の向上

 介護人材キャリアアップ研修支援
 潜在介護福祉士の再就業促進
 各種研修に係る代替要員の確保 等

③労働環境・処遇の改善

 管理者等に対する雇用管理改善方策の普及（雇用管理改善の説明会）
 介護ロボット、ICT導入支援 等

④介護職員初任者研修支援

 介護職員初任者研修受講に要する経費助成

補助事業募集期間
介護ロボット、ICT導入支援事業
・・・例年秋頃

上記以外の事業
・・・例年２月下旬から３月中旬
（※Ｒ８年度事業の募集は終了）



４．介護現場の生産性向上４．介護現場の生産性向上

事業の目的

事業内容

 介護ロボット・ＩＣＴ導入支援事業補助金による導入経費の支援

①介護ロボット・ＩＣＴの導入支援

②介護生産性向上総合相談センターの設置

介護サービスの需要が更に高まる一方、生産年齢人口が急速に減少していくことが見込まれる中、介護ロボット
等の活用による職員の業務負担の軽減やＩＣＴを活用した業務効率化を促進し、限られた人材で質の高い介護
サービスを提供する。

 介護ロボット・ＩＣＴの活用などをはじめ、生産性の向上に取り組む事業所を総合的に支援する「介護生産性向上総合相
談センター」を設置し、ワンストップ型の支援を行う体制を整備（令和７年４月１日から稼働中）。

＜センターの事業内容＞
① 生産性向上の取組手法、ICT活用等に関する研修会の実施
② 生産性向上に取り組む介護事業所に対する有識者の派遣
（取組手法に対する助言、取組の見直しに関する助言等）

③ 介護事業所からの生産性向上・人材確保の取組等に関する相談対応
（生産性向上の考え方や取組方法、課題への解決策等の相談、介護ロボットやICTの導入計画策定支援等）

④ 介護ロボット等の機器展示
⑤ 介護ロボットの試用貸出
⑥ 他の機関との連携 など

令和８年度予算額を２億に増額
（令和７年度：１億５千万円）



５．介護人材の確保・育成等５．介護人材の確保・育成等

事業の目的

事業内容

①障害福祉人材育成研修 ②喀痰吸引等研修

サービスや支援の質の確保に必要な知識、技能を有する者の養成を図ることを目的とした各種研修や、人材確
保のための事業を実施する。

 相談支援従事者研修
 サービス管理責任者等研修
 強度行動障害支援者養成研修

 喀痰吸引等研修
 認定特定行為業務従事者認定、
 事業者登録、研修機関登録業務

⑥健康・生きがい就労トライアル事業

 ＜目的＞高齢者の生きがい創出と人材確保による将来の介護需要の抑制
 ＜内容＞高齢者を対象に週に２～３日、３時間程度で負担の少ない就労に取り組んでいただくよう、

市町村へアドバイザーを派遣し、住民向け説明会及び事業所向けの説明会を実施

③認知症介護専門職支援研修

 認知症介護実践者研修
 認知症介護実践リーダー研修
 認知症対応型サービス事業者養成研修
 認知症介護基礎研修

④認知症介護指導者養成研修

 認知症介護実践者研修等の講師と
なる認知症介護指導者の養成

⑤認知症にかかる医療体制の充実強化

 認知症対応力向上研修→かかりつけ医・歯科医師・薬剤師・看護職員・
病院勤務の医療従事者・病院勤務以外の医療従事者

 認知症サポート医養成研修

※令和８年度新規事業


